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資料１
刑事裁判の充実・迅速化について（その１）

（注）本ペーパーは、事務局において、これまでの本検討会における議論を踏まえ、

今後の具体的な制度設計に向けた議論のたたき台とするために作成したものである

が、ここに記載されていない案を議論の対象とすることを否定するものではない。

第１ 第１回公判期日前の新たな準備手続

１ 準備手続の目的等

( ) 準備手続の決定1

裁判所は、必要と認めるときは、検察官及び被告人又は弁護人の意見を

聴いて、第１回公判期日前、準備手続をすることができるものとする。

( ) 準備手続の目的2

ア 裁判所は、公判の審理を迅速かつ継続的に行うことができるよう、準

備手続において、事件の争点及び証拠を整理するものとする。

イ 訴訟関係人は、アの目的を達するため、進んで協力しなければならな

いものとする。

( ) 裁判員制度対象事件における必要的準備手続3

裁判員制度対象事件においては、第１回公判期日前の準備手続を必要的

に行わなければならないものとする。

( ) 準備手続の主宰者4

Ａ案

第１回公判期日前の準備手続は、受訴裁判所が主宰するものとする。

裁判員制度対象事件においては、受訴裁判所を構成する裁判官が準備手

続に関する権限を有するものとする。

Ｂ案
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第１回公判期日前の準備手続は、受訴裁判所が主宰するものとする。

ただし、裁判員制度対象事件においては、受訴裁判所以外の裁判所が主

宰するものとする。

２ 準備手続の方法等

( ) 準備手続の方法1

ア 準備手続は、訴訟関係人が出頭した上で行い、又は訴訟関係人に書面

を差し出させて行うことができるものとする。

イ 裁判所は、訴訟関係人に対し、主張、証拠調べ請求及び相手方の証拠

調べ請求に対する意見について釈明を求めることができるものとする。

裁判所は、被告人に対し、弁護人による主張、証拠調べ請求及び相手

方の証拠調べ請求に対する意見について確認を求めることができるもの

とする。

ウ 裁判所は、訴訟関係人が準備手続に提出する書面の提出期限を定める

ことができるものとする。

エ 裁判所は、弁護人が準備手続に提出する書面に被告人の連署を求める

ことができるものとする。

( ) 準備手続の出席者2

ア 関係人出頭の上での準備手続には、検察官及び弁護人が出席するもの

とする。

被告人は、関係人出頭の上での準備手続に出席することができるもの

とする。

イ 裁判所は、必要と認めるときは、準備手続に被告人の出席を求めるこ

とができるものとする。

( ) 準備手続の内容3

準備手続においては、特に次のことを行うものとする。

ア 訴因又は罰条を明確にすること

イ 争点の整理
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ウ 証拠開示に関する裁定

エ 証拠調べの請求をさせること

オ 立証趣旨、尋問事項等を明らかにさせること

カ 証拠調べ請求に対する意見の聴取

キ 専ら証拠能力の判断のための事実の取調べ

ク 証拠調べ決定又は証拠調べ請求の却下

ケ 証拠調べの順序及び方法の決定

コ 公判期日の指定その他審理計画の策定

( ) 準備手続結果の顕出4

準備手続の経過及び結果は、公判期日において、調書及び当事者の提出

した書面の朗読又はその要旨の告知により、これを明らかにするものとす

る。

( ) 準備手続の充実5

準備手続は、争点中心の円滑で充実した審理が行われるよう、十分な準

備が行われるようにするとともに、できる限り早期に終結させるように努

めなければならないものとする。

３ 検察官による事件に関する主張と証拠の提示

( ) 検察官主張事実の提示1

ア 裁判所は、第１回公判期日前の準備手続をする旨の決定をしたときに

は、検察官及び被告人又は弁護人の意見を聴いた上で、検察官が証拠に

より証明しようとする事実（検察官主張事実）を記載した書面（検察官

主張事実陳述書）の提出及び被告人に対する証拠開示の期限を定めるも

のとする。

イ 検察官は、アにより裁判所の定めた期限内に、裁判所及び被告人又は

弁護人に対し、検察官主張事実陳述書を送付しなければならないものと

する。

ウ 検察官は、アにより裁判所の定めた期限内に、検察官主張事実の証明
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に用いる証拠の取調べを請求しなければならないものとする。

( ) 取調べ請求証拠の開示2

ア 検察官は、( )アにより裁判所が定めた期限内に、検察官主張事実の1

証明に用いる証拠を被告人又は弁護人に開示しなければならないものと

する。

イ アの開示の方法（( )及び５の開示の方法についても同じ ）は、証拠3 。

書類及び証拠物については閲覧をする機会を与えること、証人について

、 （ 、はその氏名及び住所を知る機会を与え その供述調書 検察官において

その証人が公判廷において証言するものと考える事実が記載されたもの

に限る ）の閲覧をする機会を与えることによるものとする。証人の供。

述調書が存在しない場合又はこれを開示することが相当でないと認める

場合には、供述要旨を記載した書面の閲覧をする機会を与えることによ

るものとする。

弁護人に対しては、謄写の機会も与えるものとする。

( ) 取調べ請求証拠以外の証拠の開示3

Ａ案

検察官は、( )による証拠の開示の際に、その保管する証拠の標目を記2

載した一覧表を被告人又は弁護人に開示しなければならないものとする。

検察官は、被告人又は弁護人から、上記一覧表記載の標目により証拠を

特定して、開示の請求があった場合、開示により弊害が生じるおそれがあ

ると認めるときを除き、当該証拠を開示しなければならないものとする。

Ｂ案

検察官は、( )で開示される証拠以外の証拠であって、次のアないしキ2

の類型のいずれかに該当するものについて、被告人又は弁護人から、開示

を求める証拠の類型及びその範囲を特定し、かつ、事案の内容及び検察官

請求証拠の構造等に照らし、特定の検察官請求証拠の証明力を判断するた

めに当該類型及び範囲の証拠を検討することが重要であることを明らかに

して、開示の請求があった場合において、開示の必要性、開示によって生



- 5 -

じるおそれのある弊害の有無、種類、程度等を考慮して、相当と認めると

きは、当該証拠を開示しなければならないものとする。

ア 証拠物

イ 鑑定書

ウ 検証調書、実況見分調書その他これに準ずる証拠

エ 写真、ビデオテープ、録音テープ

オ 検察官が証人請求予定の者の供述調書

カ 検察官主張事実に直接関係する参考人の供述調書

キ 被告人の供述調書

４ 被告人側による主張の明示

( ) 主張の明示等1

アＡ案

被告人又は弁護人は、公判廷において、検察官主張事実の全部又は一

部を否認する主張、関係する事実の主張その他事件に関する主張をする

場合には、３により検察官から検察官主張事実陳述書の送付及び証拠の

開示を受けた後、準備手続において、あらかじめこれを明らかにしなけ

ればならないものとする。刑事訴訟法第３２６条の同意をするかどうか

など検察官請求証拠に対する意見についても、同様とするものとする。

Ｂ案

弁護人は、３により検察官から検察官主張事実陳述書の送付及び証拠

の開示を受けた後、公判廷において、検察官主張事実のうちどの部分を

争い、積極的にどのような主張をする予定かを、できる限り明らかにす

るとともに、検察官請求証拠に対して、刑事訴訟法第３２６条の同意を

するかどうかなどの意見を述べなければならないものとする。

イＡ案

被告人又は弁護人は、取調べを請求する証拠があるときは、準備手続

において、その取調べを請求し、かつ、これを開示しなければならない

ものとする。

Ｂ案
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、 、 、弁護人は 取調べを請求する証拠があるときには 準備手続において

、 、 。その取調べを請求し かつ これを開示しなければならないものとする

( ) 開示の方法2

( )の開示の方法は、証拠書類及び証拠物については閲覧及び謄写をす1

、 、る機会を与えること 証人についてはその氏名及び住所を知る機会を与え

その供述書、供述聴取書又は供述要旨（被告人又は弁護人において、その

証人が公判廷において証言するものと考える事実が記載されたものに限

る ）の閲覧及び謄写をする機会を与えることによるものとする。。

５ 争点に関連する証拠開示

検察官は、３により開示された証拠以外の証拠であって、４( )により明1

らかにされた事件に関する主張に関連するものについて、被告人又は弁護人

から、開示を求める証拠の類型及びその範囲並びに当該証拠と被告人又は弁

護人の主張との関連性その他被告人の防御の準備のために開示が必要である

理由を明らかにして、開示の請求があった場合には、開示によって生じるお

それのある弊害の有無、種類及び程度などを考慮して、相当と認めるときに

は、当該証拠を開示しなければならないものとする。

６ 更なる争点整理と証拠開示

検察官、被告人又は弁護人に、更なる主張及び開示すべき証拠がある場合

には、３ないし５と同様の手続を繰り返すものとする。

７ 証拠開示に関する裁定

( ) 開示方法の指定1

ア 裁判所は、開示によって生じるおそれのある弊害の有無、種類及び程

度、開示の必要性その他の事情を考慮して、必要と認めるときは、検察

官、被告人又は弁護人の請求により、３( )又は４により開示すべき証2

拠について、特定の開示の時期、方法を指定する決定をすることができ

るものとする。
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イ アの請求に関する決定に対しては、即時抗告をすることができるもの

とする。

( ) 開示命令2

ア 裁判所は、検察官、被告人又は弁護人が３、４又は５により開示すべ

き証拠の開示をしていないと認めるときは、相手方の請求により、証拠

の開示を命じなければならないものとする。

この場合において、裁判所は、特定の開示の時期、方法を指定するこ

とができるものとする。

イ アの請求に関する決定に対しては、即時抗告をすることができるもの

とする。

( ) 証拠の提示命令3

裁判所は、( )ア又は( )アの請求に関して決定をするに当たり、必要が1 2

あると認めるときは、証拠の提示を求めることができるものとする。

、 、 。この場合 裁判所は 提示された証拠を相手方に開示しないものとする

( ) 証拠の標目の提出命令4

ア 裁判所は、( )アの請求に関して決定をするに当たり、必要があると2

認めるときは、検察官が保管する証拠であって、裁判所の指定する類型

及び範囲に該当する証拠の標目を記載した一覧表の提出を命じることが

できるものとする。

イＡ案

裁判所は、アにより提出された一覧表を被告人及び弁護人に開示しな

いものとする。

Ｂ案

裁判所は、開示により弊害が生じるおそれがあると認めるときは、ア

により提出された一覧表を被告人及び弁護人に開示しないものとする。

８ 争点の確認等



- 8 -

( ) 争点の確認1

裁判所は、準備手続を終結させるに当たり、３、４及び６の手続により

明らかとなった争点を確認するものとする。

( ) 準備手続終了後の主張2

Ａ案

検察官、被告人又は弁護人は、やむを得ない事由によってすることがで

きなかった場合又は証拠調べの結果に照らし相当な理由がある場合を除

き、準備手続終了後に、( )により確認された争点と異なる主張をするこ1

とはできないものとする。

Ｂ案

( )の制度はもうけないものとする。2

( ) 準備手続終了後の証拠調べ請求3

Ａ案

ア 検察官、被告人又は弁護人は、やむを得ない事由によって請求をする

ことができなかった場合を除き、準備手続の終了後に新たな証拠の取調

べ請求をすることはできないものとする。

イ アは、裁判所が職権で証拠調べをすることを妨げるものではないもの

とする。

Ｂ案

検察官、被告人又は弁護人は、準備手続の終了後、準備手続においてし

なかった証拠調べ請求をしようとする場合において、裁判所又は相手方の

求めがあるときは、準備手続において当該証拠調べ請求をしなかった理由

を説明しなければならないものとする。裁判所は、その説明に相当な理由

がないと認めるときは、当該証拠調べ請求を却下することができるものと

する。

Ｃ案

( )の制度はもうけないものとする。3



- 9 -

９ 開示された証拠の目的外使用の禁止等

( ) 目的外使用の禁止1

ア 被告人及び弁護人は、開示された証拠の写し又はその内容を当該被告

事件の審理の準備以外の目的で使用してはならないものとする。

、 、 、 、イ 裁判所は 被告人又は弁護人が アの義務に違反したときは 決定で

○万円以下の過料に処することができるものとする。

過料の決定に対しては、即時抗告をすることができるものとする。

ウ 被告人又は弁護人が、アに反し、開示された証拠の写し又はその内容

を当該被告事件の審理の準備以外の目的で使用したときは、○年以下の

懲役又は○万円以下の罰金に処するものとする。

( ) 開示された証拠の管理2

開示された証拠の写しは、弁護人が管理するものとし、弁護人は、みだ

りに他人にその管理をゆだねてはならないものとする。


